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教 育 委 員 会 規 則

学校教育法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成30年３月２日

島根県教育委員会教育長 鴨 木 朗

島根県教育委員会規則第１号

学校教育法施行細則の一部を改正する規則

学校教育法施行細則（昭和31年島根県教育委員会規則第23号）の一部を次のように改正する。

目次中「第３章 中学校（第15条）」を に改める。
「第３章 中学校（第15条）

第３章の２ 義務教育学校（第15条の２）」

第３条第１項第３号中「及び中学校」を「、中学校及び義務教育学校」に改める。

第３章の次に次の１章を加える。

義務教育学校第３章の２

（準用規定）

第13条（就学猶予又は免除の報告）の規定は、義務教育学校にこれを準用する。第15条の２

第19条の見出し及び第20条の見出し中「又は中学校」を「、中学校又は義務教育学校」に改める。

様式第１号を次のように改める。
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「

④ 届 出 事 項 校地 建物 取得 処分 変更
種 内

別 容

⑤ 区 分 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 特殊 計 寄宿舎収容数

様式第２号中 児童・生 児童・生 を

徒学級数 徒数

（５月１日 標準学級

現在） 数 人

」

「

④ 届 出 事 項 校地 建物 取得 処分 変更
種 内

別 容

⑤ 特別 寄宿舎
区 分 計

に改める。
児童・生 年 年 年 年 年 年 年 年 年 支援 収容数

徒学級数 児童・生

（５月１日 徒数

現在） 標準学級

数 人

」

様式第11号中「又は中学校」を「、中学校又は義務教育学校」に、「（中学校）」を「（中学校）（義務教育学校）」

「

に、 を
学校

就学希望日（ 年 月 日）

」

「

に改める。
就学希望日（ 年 月 日）

」

様式第12号中「又は中学校」を「、中学校又は義務教育学校」に、「（中学校）」を「（中学校）（義務教育学校）」

に改める。

附 則

この は、 日から施行する。規則 公布の

県立学校の組織編制に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成30年３月２日

島根県教育委員会教育長 鴨 木 朗

島根県教育委員会規則第２号

県立学校の組織編制に関する規則の一部を改正する規則

県立学校の組織編制に関する規則（昭和33年島根県教育委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

別表第１を次のように改める。
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号外第18号 島 根 県 報 平成30年３月２日

（第２条関係）別表第１

全日制の課程 定時制の課程
学 校 名

第１ 第２ 第３ 第１ 第２ 第３ 第４
（分校名） 学 科 学 科

学年 学年 学年 学年 学年 学年 学年

島根県立安来高等学校 普通科 160 160 160

情報システム科 40 40
島根県立情報科学高等学

情報処理科 120 40 40
校

マルチメディア科 40 40

普通科 240 240 240
島根県立松江北高等学校

理数科 40 40 40

普通科 240 240 240
島根県立松江南高等学校

理数科 40 40 40

島根県立松江東高等学校 普通科 240 240 240

機械科 40 40 40 機械科 40 40 40 40

電子機械科 40 40 40 電気科 40 40 40 40

島根県立松江工業高等学 電気科 40 40 40 建築科 40 40 40 40

校 電子科 40 40 40

情報技術科 40 40 40

建築都市工学科 40 40 40

商業科 120 120
島根県立松江商業高等学

情報処理科 200 40 40
校

国際ビジネス科 40 40

生物生産科 40 40 40
島根県立松江農林高等学

環境土木科 40 40 40
校

総合学科 240

島根県立宍道高等学校 普通科 640

島根県立大東高等学校 普通科 120 120 120

島根県立横田高等学校 普通科 120 120 120

島根県立三刀屋高等学校 総合学科 480

（掛合分校） 普通科 40 40 40

島根県立飯南高等学校 普通科 80 80 80

島根県立平田高等学校 普通科 160 160 160

普通科 280 280 280
島根県立出雲高等学校

理数科 40 40 40
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機械科 40 40 40

島根県立出雲工業高等学 電気科 40 40 40

校 電子機械科 40 40 40

建築科 40 40 40

島根県立出雲商業高等学 商業科 120 120 120

校 情報処理科 40 40 40

植物科学科 40 40 40

島根県立出雲農林高等学 食品科学科 40 40 40

校 動物科学科 40 40 40

環境科学科 40 40 40

普通科 240 240 240
島根県立大社高等学校

体育科 40 40 40

普通科 120 120 120
島根県立大田高等学校

理数科 40 40 40

島根県立邇摩高等学校 総合学科 360

普通科 90 90 90
島根県立島根中央高等学

校

普通科 60 60 60
島根県立矢上高等学校

産業技術科 30 30 30

島根県立江津高等学校 普通科 80 80 80

島根県立江津工業高等学 機械・ロボット科 40 40 40

校 建築・電気科 40 40 40

普通科 200 200 200 普通科 320
島根県立浜田高等学校

理数科 40 40 40

島根県立浜田商業高等学 商業科 40 40
80

校 情報処理科 40 40

海洋技術科 40 40 40

食品流通科 40 40 40
島根県立浜田水産高等学

（専攻科）
校

10 10
漁業科

機関科

普通科 160 160 160
島根県立益田高等学校

理数科 40 40 40

電子機械科 40 40 40

島根県立益田翔陽高等学 電気科 40 40 40

校 生物環境工学科 40 40 40

総合学科 120

島根県立吉賀高等学校 普通科 40 40 40

島根県立津和野高等学校 普通科 80 80 80
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普通科 60 60 60
島根県立隠岐高等学校

商業科 30 30 30

普通科 80 80 80
島根県立隠岐島前高等学

校

海洋システム科 40 40 40

海洋生産科 40 40 40
島根県立隠岐水産高等学

（専攻科）
校

10 10
漁業科

機関科

備考

１ 島根県立宍道高等学校定時制課程普通科の定員のうち、午前部（授業を行う時間帯が主として午前９時から正午

までのものをいう。）の定員にあっては320名とし、午後部（授業を行う時間帯が主として正午から午後５時まで

のものをいう。）の定員にあっては160名とし、夜間部（授業を行う時間帯が主として午後５時から午後９時まで

のものをいう。以下同じ。）の定員にあっては160名とする。

２ 島根県立浜田高等学校定時制課程普通科の定員のうち、昼間部（授業を行う時間帯が主として正午から午後５時

までのものをいう。）の定員にあっては160名とし、夜間部の定員にあっては160名とする。
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別表第３を次のように改める。
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（第３条関係）別表第３

学 校 に 置 く 部 専 攻 科

幼稚部 高 等 部 定 員
学 級

学 校 名 教育内容

第１ 第２ 第３
小学部及び中学部 定 員 学 科

学 級

学年 学年 学年
定 員 学 科 区 分

区 分
第１ 第２ 第３

学年 学年 学年

普通科 理療科 8 8 8
単一障害学級 8 8 8

単一障害学級
島根県立盲学 視覚障害 3 3 3

小学部 中学部
重複障害学級

校 教育 保健理 8 8 8 保健理 8 8 8単一障害学級 単一障害学級

療科 3 3 3 療科 3 3 3重複障害学級 重複障害学級

8 8 8 産業工 8 8
普通科

単一障害学級 単一障害学級

島根県立松江 聴覚障害 3 3 3 芸科 3 3
15 小学部 中学部

重複障害学級 重複障害学級

ろう学校 教育 産業技 8 8 8 生活ﾃﾞ 8 8単一障害学級 単一障害学級

術科 3 3 3 ｻﾞｲﾝ科 3 3重複障害学級 重複障害学級

美術工 8 8 8単一障害学級

島根県立浜田 聴覚障害 芸科 3 3 3
10 小学部 中学部

重複障害学級

ろう学校 教育 8 8 8
被服科

単一障害学級

3 3 3重複障害学級

島根県立松江 知的障害 48 64 48
小学部 中学部 普通科

単一障害学級

養護学校 教育 36 30 33重複障害学級

40 72 48知的障害
小学部 中学部 普通科

単一障害学級

21 21 30
島根県立出雲

教育 重複障害学級

3 3 3養護学校 小学部 中学部 普通科
肢体不自

重複障害学級
由教育

病弱教育 小学部 中学部

島根県立石見 知的障害 16 8 16
小学部 中学部 普通科

単一障害学級

養護学校 教育 3 9 3重複障害学級

島根県立浜田 知的障害 16 24 8
小学部 中学部 普通科

単一障害学級

養護学校 教育 12 6 9重複障害学級

知的障害 16 24 24
小学部 中学部 普通科

単一障害学級

島根県立益田 教育 6 3 3重複障害学級

養護学校 肢体不自 3 3 3
小学部 中学部 普通科

重複障害学級

由教育 3訪問学級

島根県立隠岐 知的障害 8 8 8
小学部 中学部 普通科

単一障害学級

養護学校 教育 3 3 3重複障害学級

8 8 8
島根県立松江 肢体不自

単一障害学級

小学部 中学部 普通科 9 9 3
清心養護学校 由教育

重複障害学級

3訪問学級

肢体不自 8 8 8
小学部 中学部 普通科

単一障害学級

島根県立江津 由教育 3 3 3重複障害学級

清和養護学校 8 8 8
病弱教育 小学部 中学部 普通科

単一障害学級
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3 3 3重複障害学級

島根県立松江 8 8 8単一障害学級

9 12 6
緑が丘養護学 病弱教育 小学部 中学部 普通科

重複障害学級
校

附 則

この規則は、平成30年４月１日から施行する。

就学奨励費取扱規則をここに公布する。

平成30年３月２日

島根県教育委員会教育長 鴨 木 朗

島根県教育委員会規則第３号

就学奨励費取扱規則

就学奨励費取扱規則（昭和35年島根県教育委員会規則第10号）の全部を改正する。

（趣旨）

特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和29年法律第144号。以下「法」という。）の規定及び法の趣旨に第１条

基づいて県が支弁する特別支援教育就学奨励費（以下「就学奨励費」という。）の取扱いについては、関係法令等に定

めがあるもののほか、この規則の定めるところによる。

（定義）

この規則において「関係法令等」とは、次に掲げるものをいう。第２条

⑴ 法

⑵ 特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令（昭和29年政令第157号。以下「令」という。）

⑶ 特別支援学校への就学奨励に関する法律施行規則（昭和29年文部省令第20号）

⑷ 補助金等交付規則（昭和32年島根県規則第32号）

⑸ 特別支援教育就学奨励費負担金等及び要保護児童生徒援助費補助金交付要綱（昭和62年５月22日文部大臣裁定。以

下「国要綱」という。）

⑹ 特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令第２条の規定に基づく保護者等の属する世帯の収入額及び需要額の

算定要領（平成29年４月３日付け29文科初第677号。以下「算定要領」という。）

⑺ 特別支援教育就学奨励費負担金等に係る事務処理資料（文部科学省初等中等教育局特別支援教育課）

（交付の目的）

就学奨励費は、教育の機会均等の趣旨にのっとり、かつ、特別支援学校への就学の特殊事情に鑑み、特別支援学第３条

校へ就学する幼児、児童又は生徒（以下「児童等」という。）の保護者等（幼児、児童又は未成年の生徒については学

校教育法（昭和22年法律第26号）第16条に規定する保護者、成年に達した生徒についてはその者の就学に要する経費を

負担する者をいう。以下同じ。）の経済的負担を軽減するため、その負担能力の程度に応じ、特別支援学校への就学の

ため必要な経費について、県がその経費の全部又は一部を支弁することとし、もって特別支援教育の普及奨励を図るこ

とを目的とする。

（法の規定に基づく就学奨励費に係る事業及び負担率）

県は、法第２条第１項の規定に基づいて、特別支援学校に就学する児童又は生徒の保護者等に対し、特別支援学第４条

校への就学のため必要な経費のうち、国要綱別記１の負担対象経費の欄に定める経費についてその全部又は一部を支弁

する。

２ 負担対象経費の範囲及び負担対象額は、国要綱別記１の負担対象経費の範囲の欄及び負担対象額の欄に定めるとおり

とする。
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（法の趣旨に基づく就学奨励費に係る事業及び補助率）

県は、法第２条第１項の趣旨に基づいて、特別支援学校に就学する児童等の保護者等に対し、特別支援学校への第５条

就学のため必要な経費のうち、別表及び国要綱別記２の補助対象経費の欄に定める経費についてその全部又は一部を予

算の範囲内で支弁する。

２ 補助対象経費の範囲及び補助対象額は、別表及び国要綱別記２の補助対象経費の範囲の欄及び補助対象額の欄に定め

るとおりとする。

（申請手続）

特別支援学校に就学する児童等の保護者等は、県が別に通知する期日までに、収入額・需要額調書（様式第１第６条

号）に次に掲げる書類を添えて、その児童等の就学する特別支援学校の校長を経由し、県に提出しなければならない。

⑴ 保護者等が属する同一生計世帯の世帯員全員の収入に関し、記載内容を証明する市町村の証明書（様式第２号又は

これに準ずるもの）

⑵ その他校長が必要と認める書類

２ 特別支援学校に就学する児童等の保護者等が生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第２項に規定する要保護者

である場合は、前項第１号の書類に代えて、要保護者であることを証明する書類を提出するものとする。

３ 第１項第１号の書類及び前項の書類に係る個人番号利用事務の取扱いに関し必要な事項は、県が別に定める。

（支弁区分決定の通知）

校長は、前条に規定する書類の提出を受けたときは、収入額・需要額調書の記載内容、証明書の添付等を確認す第７条

るとともに、需要額の測定を行い、速やかに県に提出するものとする。

２ 県は、前条に規定する書類の提出を受けたときは、算定要領の定めるところにより支弁区分を決定し、校長に通知す

るものとする。

３ 前項の通知を受けた校長は、速やかに保護者等に通知しなければならない。

（申請の辞退等）

特別支援学校に就学する児童等の保護者等は、就学奨励費の全部の支給を辞退するときは、第６条第１項の書類第８条

に代えて、就学奨励費辞退届（様式第３号）を提出することができる。

２ 特別支援学校に就学する児童等の保護者等は、就学奨励費の一部の支給を辞退するときは、第６条第１項第１号の書

類に代えて、申立書（様式第４号）を提出することができる。

３ 前項の提出を受けた校長は、算定要領の定めるところにより支弁区分を決定し、保護者等に通知するものとする。

（就学奨励費の支給）

就学奨励費の交付を受けた校長は、これを保護者等に支給しなければならない。ただし、保護者等に支給するた第９条

め特別の経費を必要とすること、保護者等が支給される金銭を紛失し、浪費し、又は目的外に使用するおそれがあるこ

と等により、児童等に支給することが適当であるときは、児童等に支給することを妨げない。

２ 校長は、金銭をもって就学奨励費を支給しなければならない。ただし、保護者等が支給される金銭を紛失し、浪費

し、又は目的外に使用するおそれがあるときは、現物をもって支給することができる。

３ 保護者等は、前項の規定により現物をもって支給を受ける場合は、委任状（様式第５号）を校長に提出するものとす

る。

（補則）

この規則に定めるもののほか、就学奨励費に関し必要な事項は、県が別に定める。第10条

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行前に、この規則による改正前の就学奨励費取扱規則の規定により交付した就学奨励費については、な

 
11



号外第18号 島 根 県 報 平成30年３月２日

お従前の例による。

（第５条関係）別表

補助対象経費 補助対象経費の範囲 補助対象額

給食費 給食費（特別支援学校で提供する給食であっ 令第２条第１号に掲げる区分に該当する者につ

て、学校給食法（昭和29年法律第160号）第11 いては、補助対象経費の範囲の欄に定める給食

条第２項及び特別支援学校の幼稚部及び高等部 費の全額とし、同条第２号に掲げる区分に該当

における学校給食に関する法律（昭和32年法律 する者については、当該経費の半額とする。

第118号）第５条第２項に定める学校給食費に

該当しないものに限る。）の額とする。
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①
所
得
控
除
前
の
所
得
金
額

（第６条関係）様式第２号

年 月 日

市町村長 様

住所
保護者等

氏名 ㊞

証 明 願

年度分（ 年中所得）に係る世帯全員について、下記により証明願います。

記

所

得 氏 名

者

総 所 得 金 額

退職所得金額

山林所得金額

計

社 会 保 険 料
②

生 命 保 険 料
控

除

地 震 保 険 料
保

険

計
料

※①所得控除前の所得金額 ……… 当該年度に納付すべき都道府県民税及び市町村民税の課税の基礎となった所得

金額

②控除保険料 …………………… ①における都道府県民税及び市町村民税の課税に当たり、所得控除した各種保

険料の額

上記のとおり証明する。

年 月 日

市町村長 印

号外第18号 島 根 県 報 平成30年３月２日
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（第８条関係）様式第３号

学校長 様

就学奨励費辞退届

年度における「特別支援学校への就学奨励に関する法律」の規定及び同法の趣旨に基づく就学奨励費の受領に

つきましては、その全部を辞退したいのでお届けします。

年 月 日

学部 学年 組

児童生徒等氏名

保護者等住所

保護者等氏名 ㊞
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（第８条関係）様式第４号

学校長 様

申 立 書

私は、世帯の収入額が特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令第２条第３号（支弁区分第３段階）に該当する

ものと認めます。

年 月 日

学部 学年 組

児童生徒等氏名

保護者等住所

保護者等氏名 ㊞
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（第９条関係）様式第５号

委 任 状

受任者 学校長 様

私は、上記の者に、 年度特別支援教育就学奨励費のうち下記の費用に係る受領、返納、支払についての一切

の権限を委任します。

委任事項

□

□

□

年 月 日

委任者

学部 学年 組

児童生徒等氏名

保護者等住所

保護者等氏名 ㊞
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